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注 2 ）新規採用比率については、図 1 を参照し、50% 以上を「高」、20% 以上 50% 未満を「中」、
20% 未満を「低」に分類した

































　次に、3 年目定着率（採用人数に対して 3 年目にも就業継続している割合）はいずれのグルー
プにおいても 8 割から 9 割と高く、採用後 3 年間は就業継続する女性が多いことが示される。こ
れに対して出産時離職率や 10 年目定着率にはグループにより差異がある。出産時離職率が最も
高いのは製造・加工食品 23.2％、次いでクレジットの 17.6％であるが、建設は 0.3％と非常に低
い。10 年目定着率は 3 ～ 4 割（旅行、製造（冷凍食品等加工食品）、地方銀行、製薬）と 6 割以
上（クレジット、建設）に二分される。建設は男性よりも高い定着率となっているがその他の業






























































　　 （－n）は男性よりも n 年短いないし n ポイント少ないことを、（＋n）は男性より




























業界 主任・係長 課長クラス 部長以上
高
旅行 37.4％ 25.4％ 13.5％
製造・加工食品 24.1％  7.5％  9.8％
地方銀行 11.4％  4.4％  0.6％
中
クレジット 47.1％  6.3％  2.4％
製薬 19.9％  8.1％  4.8％










































動産の合計 3 社（いずれも上場企業である）から調査協力を得た。平成 29 年 9 月にこれら企業の
人事担当者に女性活躍推進の実情や働く女性を取り巻く課題等に関するインタビューを行った。
なお本調査は、跡見学園女子大学倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号 17 ─ 001）
（2）対象企業の女性活躍推進に対する取り組み
　厚生労働省は、企業における女性の活躍状況に関する情報を一元的に集約した「女性の活躍推








対象業界 食品メーカー 建設 不動産
調査日 平成 29 年 9 月 19 日 平成 29 年 9 月 26 日 平成 29 年 9 月 14 日












































































































































































































































































跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日
【本社と支店での環境ギャップ】
・地方支店には女性総合職受入のハードが整っていない。ポストも少なく本社周りが複数名配置


















































































ワーク及びマザーズコーナーであるが、当該施設の利用者は平成 24 年時点で 21 万人前後（再就
職希望女性の 2 割程度と推定）であり、受け皿として十分な役割を担っているとは言い難い。そ











































































（平成 30 年 3 月 4 日確認）
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₅ ）厚生労働省「旅行業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/25-2-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
₆ ）厚生労働省「百貨店業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/PA_hyakka_1-7.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確
認）
₇ ）厚生労働省「貿易・商社業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/26-3-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
₈ ）厚生労働省「製造業界（電気・電子・情報通信分野）における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/1-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
₉ ）厚生労働省「建設業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/26-1-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
10）厚生労働省「製造業界（冷凍食品等加工食品分野）における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/2-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
11）厚生労働省「地方銀行業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/3-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
12）厚生労働省「クレジット業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/25-3-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
13）厚生労働省「製薬業界における女性活躍推進の状況」
http://www.mhlw.go.jp/topics/koyoukintou/2012/03/dl/25-1-2.pdf　p.4（平成 30 年 3 月 4 日確認）
14）内閣府男女共同参画局「女性活躍加速のための重点方針 2016」本文
http://www.gender.go.jp/policy/sokushin/pdf/jyuten2016_honbun.pdf（平成 30 年 3 月 14 日確認）
15）International Labour Organization 〝Women in Business and Management GAINING 
MOMENTUM Abridged Version of the Global Report〟
http://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/--publ/documents/publication/








（平成 30 年 3 月 4 日確認）
20）内閣府男女共同参画局「女性の活躍『見える化』サイト」
─ 154 ─
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 26 号　2018 年 7 月 25 日
http://www.gender.go.jp/policy/mieruka/company/mierukasite.html（平成 30 年 3 月 4 日確認）
21）赤松瑞枝「既存住宅のリノベーションによる育児中女性の再就職活動支援拠点の創出に関する実証的
研究　─第一報　再就職活動の実態を踏まえた事業概略の提示─」跡見学園女子大学マネジメント学
部紀要（23）、143-163、2017-01-25
